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９月１日の職員緊急参集訓練
熱中症を避けるために、徒歩での参集は行わないことを交渉で確認

土木事務所等の屋外作業については、産業医と相談したうえで関係部局と協議する（局長）

　自治労県職労は8月9日、「酷暑下における労働安全の確立」について緊急申し入れを行い、次のとおり徒歩での参集を行わないことなどを確認しました。
交　渉　概　要
自治労：今年は「10年に１度の酷暑」と言われている。緊急参集訓練自体否定しないが、熱中症の危険がある時期にあえて行う必要は全くない。9月1日の実施は中止または延期していただきたい。
　また、「身体上の事情、家庭の事情、業務への支障等の職員は除く」とされているが、所属によっては徹底されておらず、参加が強制されているのは問題だ。

自治労：すでに所属で配慮しているところもあるが、土木事務所をはじめ、屋外で行う作業について、県全体の仕組みとして、「熱中症アラート発令時等は中止する」こと、「やむを得ず行う場合は短時間に限定する」ことを制度として整備していただきたい。
局　長：緊急参集訓練は猛暑も想定されるため、徒歩ではない方法での参集としたい。具体的には原局で調整のうえ、改めて周知したい。
局　長：猛暑下での屋外作業については、朝夕ミーティングでの注意喚起等を行っている。要求については、産業医とも相談の上、関係部局と協議したい。

自治労：従来の緊急参集訓練では、参集後に屋外で訓練をするところもある。屋外訓練は避け、図上演習等に切り替えてもらいたい。

自治労：職員によっては、市町村役場に参集する場合もある。猛暑下における訓練への配慮について、市町村にも要請してもらいたい。
局　長：いただいた要求については、原局で検討のうえ周知したい。

特殊勤務手当要求提出交渉を実施

　自治労県職労は８月９日、特殊勤務手当について下記の要求書を提出し、今期の交渉を開始しました。


2024活動方針案②
６．過重労働対策の推進・人員確保
○いかなる原因であれ、職員を過労死水準におき続けていいという理由にはなりません。
○過重労働の撲滅に向け、欠員補充や人員増や組織整備など、次の課題を重点に取り組みます。
〇現在知事部局では300人を超える欠員があり、特に福祉職や林業職では多くの欠員が発生しており、臨任等での補充もできない職種もあります。欠員補充は喫緊の課題であり、最重点課題として取り組みを進めます。
〇災害等の発生など、突発的な業務にも過重労働に陥らず対応できるよう、何もない時は時間外勤務をしなくてもいいような、余裕を持った人員配置を求めます。
〇コロナ対応のような、ある程度の期間対応が必要な場合は、過重な原局への負担や兼務・応援を避け、不急業務を休止し、場合によっては課・局等の組織自体を休止して、体制を整備するよう求めていきます。
〇時間外勤務の上限規制（月45時間の限度時間等）の状況について、労使協議において、該当職場の実態の把握と原因の解明を行います。
〇これまでも人員の裏付けのない「知事特命事項」の唐突な指示、予算業務や議会対応について、ルール化や仕事のやり方の見直しを行うよう強く求めてきたところですが、過重労働・過労死を生み出す構造を抜本的に改革していくよう、さらに強く求めていきます。
〇定数増の基調が変わらなかったことは前進ですが、2005年度から10年間で1,179人削減されたことを踏まえると圧倒的に人員不足であり、「時間外労働を人員に置き換えた」大幅な人員増を求めます。
〇特に、この間、職場や支部・協議会から強い要求のある職業訓練指導員の欠員の計画的採用、子どもの命と権利を守るための児童相談所等の人員増を求めます。
また、保健福祉事務所の再編・統合が、今回のコロナ対応の際、現場に大きな負担を強いる結果となりました。県民の生命と健康を維持するうえで、保健福祉事務所の体制強化は急務であり、生活保護担当部署を含めた大幅な人員増を求めます。

７．災害時等の労働条件の確立について
これまでコロナ対応や豚熱対応など、多くの職員が緊急に対応する事案が発生しており、従来の制度の枠では職員の命、健康、労働安全を守ることが難しくなっています。
自治労県職労は東日本大震災発災時から要求していますが、コロナ対応や豚熱対応の経験を踏まえ、災害時等の対応について事前に労使協議により体制を確立するよう、強く求めていきます。

８．安全衛生、福利厚生の確保
〇労働安全衛生法令で定められている温度等の職場環境基準を厳守するよう当局に求めます。
〇職場の安全を確保し、労働環境を改善するため、その業務を担う各級労働安全衛生委員会の機能強化を進めます。
〇精神科産業医の専任化を重点に、メンタルヘルス対策の充実を求めます。
〇自主運転での安全を確保するため、引き続き庁用自動車の更新を求めます。
〇ニーズの高い庁舎では、福利厚生施設である食堂、売店、自動販売機の設置を求めます。
〇庁舎の新築・改修にあたっては、バリアフリーガイドラインに対応した施設とし、計画段階で障害当事者の意見を聴取するよう求めます。
〇各庁舎におけるトイレの洋式化（ウォシュレット化）を求めます。

９．公正労働の確立
〇公契約条例の早期制定を求めます。
〇県の委託事業における労働者の賃金・労働条件を改善するため、入札制度の抜本的な見直しを強く求めます。
〇指定管理者制度については、制度運用の検証と実態の把握に努め、同制度の廃止を含めた抜本的な見直しを国に対して求めるとともに、県としても主体的に見直しを行うよう求めます。

10．平和と民主主義、人権の取組み
（１）平和と民主主義の取組み
〇災害などを利用して危機をあおり、差別を助長して国家統制を強める手法は、権力者の常とう手段です。私たちはこのような言説に惑わされず、政府の責任を明確に追及するとともに、差別を許さず、働く者の連帯を強めていく必要があります。
〇自治労及び平和運動センターが提起する諸行動に参加するとともに、憲法学習会をはじめ単組としての取組みを進めます。
（２）人権の取組み
〇障害者差別解消法を踏まえて、県関係職場におけるノーマライゼーションを推進します。
〇知的・精神障害者の雇用が行われていますが、職員全体への意識啓発はおろか、配属職場への研修・意識啓発も大変不十分です。障害のある・なし、障害の種別にかかわらず、全ての職員が仲間として働ける環境づくりをめざします。
〇障害のある職員の通勤や執務の妨げとなる施設・設備・システムの改修を求めます。
〇加齢に伴う障害の重度化に対応した労働環境の整備を求めます。
〇児童虐待を防止し子どもの人権を守るため、機会をとらえて講演会の開催をはじめ、学習活動を進めます。
自治労県職連合　第１５回定期大会

自治労県職労　第４２回定期大会

にすべての職場から参加を！
○日時：9月1日（金）14時～

○場所：波止場会館　４階
酷暑下における労働安全の確保について


　今年は例年に増して暑い日が続いており、今年の熱中症警戒アラートは8月3日現在ですでに11回を記録しており、熱中症による救急搬送も後を絶たない状況です。また、9月前半までは例年以上に残暑が厳しいと予想されています。


　ついては、職員の命と健康を守るため、次のとおり要求しますので、誠意をもって対応されるようお願いします。


　１．9月1日に予定している緊急参集訓練は中止または11月以降に延期すること。


　２．土木事務所をはじめ、屋外で行う作業について、熱中症アラート発令時等は中止すること。やむを得ず行う場合は短時間に限定すること。


　　　　　　　　　　　　　　





特殊勤務手当の改善について


　特殊勤務手当について、次のとおり要求しますので、誠意をもって回答されるようお願いします。


１．職業訓練指導員に係る教務手当の月額を10／100に引き上げること。また、教務課長等の手当を5／100とすること。


２．税務手当について、業務の困難度の高まりを踏まえ、現行手当額を10％増額すること。


３．豚熱、鳥インフルエンザ等に係る殺処分に従事した際の手当を新設すること。


手当額は、家畜等取扱手当の「(9)食肉衛生検査所に勤務する次のと畜検査員が、と畜検査業務に従事したとき」の5級以下の職員の平均月額を21日で除した額を上回ること。


４．火薬類、高圧ガス及び液化石油ガスの災害発生時の現場調査について、災害応急作業等手当の対象とすること。


５．猛暑下での屋外作業について、熱中症アラート「厳重警戒」以上の発令下においてやむなく行う作業を、業務の危険性に着目して特殊勤務手当の対象とすること。


６．いわゆるオンコール手当を新設すること。


７．自主運転に係る手当を新設すること。








